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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

回次 
第37期

第２四半期連結
累計期間 

第37期
第２四半期連結

会計期間 
第36期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円）  29,811,107  15,666,492  61,801,178

経常利益（千円）  1,879,976  1,077,798  5,634,321

四半期（当期）純利益（千円）  844,601  476,749  2,941,382

純資産額（千円）  －  31,246,926  30,906,454

総資産額（千円）  －  40,791,424  43,033,619

１株当たり純資産額（円）  －  1,228.09  1,216.52

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 34.54  19.49  120.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 34.46  19.47  119.75

自己資本比率（％）  －  73.7  69.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 880,529  －  4,782,284

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △9,892  －  △230,282

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,749,401  －  △1,245,350

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －  10,363,454  11,242,238

従業員数（人）  －  4,389  4,170

2008/11/13 17:14:3208506609_第２四半期報告書_20081113171331



２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

（注） 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

（注） 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

  

  平成20年９月30日現在 

従業員数（人）    4,389

  平成20年９月30日現在 

従業員数（人）    2,606
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績は、以下のとおりであります。 

（注） 上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。なお、セグメント間の取引は、相殺消

去しております。 

  

(2) 受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況は、以下のとおりであります。 

（注） 上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。なお、セグメント間の取引は、相殺消

去しております。 

  

(3) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績は、以下のとおりであります。 

（注） 上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。なお、セグメント間の取引は、相殺消

去しております。 

  

事業の種類の名称 生産高（千円）

情報 

サービス 

システムエンジニアリングサービス  10,734,937

オペレーションエンジニアリングサービス  3,220,053

合計  13,954,991

事業の種類の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

情報 

サービス 

システム 

エンジニアリングサービス 
 10,302,986  11,752,147

オペレーション 

エンジニアリングサービス 
 951,869  5,094,684

小計  11,254,855  16,846,832

その他 

プロダクトサービス  373,322  180,889

人材派遣  1,032,580  1,970,410

教育  9,260  4,548

小計  1,415,163  2,155,848

合計  12,670,019  19,002,680

事業の種類の名称 販売高（千円）

情報 

サービス 

システムエンジニアリングサービス  10,734,937

オペレーションエンジニアリングサービス  3,220,053

小計  13,954,991

その他 

プロダクトサービス  400,686

人材派遣  1,303,357

教育  7,457

小計  1,711,501

合計  15,666,492
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２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 業績の状況 

  当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）におけるわが国の景気は、国際金

融市場の動揺による影響から、株価の下落や企業収益の減少などにより設備投資が弱含みとなり、景気は減速感を

強めております。 

 当社グループが属する情報サービス産業においても、一部の開発案件の延期や契約締結に至る期間の長期化が発

生するなど、企業の情報化投資において一層慎重な姿勢が示されました。 

 このような状況下にあって当社グループは、３カ年中期総合計画「WINNING PLAN Third Stage “Be the 
Most Reliable Partner!”」の初年度として、グループ経営の強化施策を背景とした「ＳＩ体制の充実」、「新規

事業基盤の確立」、「ＣＳＲの推進・認知度の向上」、「社員満足度の向上」に向けた取り組みを推進いたしまし

た。 

 当社グループのさらなる連携強化のため、営業協力体制の構築および共同受注の推進を行うと同時に、プライ

ム・ＳＩ案件の獲得や、新規事業基盤の確立に向けた企画・提案を増加させ、あわせてコンサルティングビジネス

の拡大によるソリューションの創出など、当社グループの中長期的な成長に向け、全社員一丸となって取り組んで

おります。 

 また、お客様をはじめ、社会の信頼と期待に応えていくため、コンプライアンス体制、環境対策および情報セキ

ュリティ対策の強化などについて、中長期的な企業価値向上につながるとの認識のもと、不断の努力をしておりま

す。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高および連結利益は、次のとおりとなりました。 

  

  

＜売上高の内訳＞ 

  （単位：百万円）

  連結 
  

個別（参考） 
  

前年同期比 前年同期比

売上高  15,666 ％ 4.1  10,146 ％ 3.0

営業利益  1,052 ％ △15.8  870 ％ △18.6

経常利益  1,077 ％ △12.8  885 ％ △18.8

四半期純利益  476 ％ △21.9  403 ％ △36.6

  （単位：百万円）

  連結
  

個別（参考） 
  

前年同期比 前年同期比

情報サービス 

システム 

エンジニアリングサービス 
 10,734 ％ 0.5  6,748 ％ △2.0

オペレーション 

エンジニアリングサービス 
 3,220 ％ 8.1  3,027 ％ 11.7

小計  13,954 ％ 2.2  9,775 ％ 1.8

その他 

プロダクトサービス  400 ％ 33.4  371 ％ 48.5

人材派遣  1,303 ％ 20.3  －  －

教育  7 ％ 83.9  －  －

小計  1,711 ％ 23.3  371 ％ 48.5

合計  15,666 ％ 4.1  10,146 ％ 3.0
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 売上高は156億66百万円（前年同期比4.1％増）となりました。主力の情報サービス事業においては、サービス

業および製造業向けの売上が順調に推移しているとともに、金融業向けの売上についても大型統合案件の終了に伴

う影響をカバーし堅調に推移しております。また、第１四半期連結会計期間に軟調であった通信業向けの売上につ

いても、新たな次世代通信網関連などの開発案件を受注するなど、堅調に推移いたしました。その他の事業につい

ては、プロダクトサービスおよび人材派遣が好調に推移した結果、前年同期と比べて大幅に増加しております。 

 売上原価は131億46百万円（前年同期比6.3％増）となり、売上総利益は25億19百万円（前年同期比5.9％減）と

なりました。これは、３カ年中期総合計画「WINNING PLAN Third Stage “Be the Most Reliable 
Partner!”」 の重点戦略である「ＳＩ体制の充実」、「新規事業基盤の確立」施策に基づく芝大門センタ新設や

システム開発における国際標準への適合準備、企画・提案部門の設置、加えて「社員満足度の向上」施策に基づく

資格認定制度の展開など、原価を戦略的に増加させたことに加え、新規の開発案件に向けた提案活動を一層強化し

たことによるものであります。  

 販売費及び一般管理費についても、３カ年中期総合計画「WINNING PLAN Third Stage “Be the Most 
Reliable Partner!”」 の重点戦略である「新規事業基盤の確立」施策に基づく新技術やソリューションの研究開

発、「ＣＳＲの推進・認知度向上」施策に基づく内部統制システム構築のための体制強化などの戦略的費用を増加

分として計上しております。 

 この結果、営業利益は10億52百万円（前年同期比15.8％減）、経常利益は10億77百万円（前年同期比12.8％
減）となりました。 

 また、平成20年９月２日「子会社からの事業譲受けおよび子会社の解散に関するお知らせ」にて公表いたしま

した、株式会社アールディーの事業全部を譲り受けることによる、のれん一括償却（１億11百万円）などを特別

損失に計上したこともあり、四半期純利益は４億76百万円（前年同期比21.9％減）となりました。 

 なお、前年同四半期増減率は参考として記載しております。 

  

 各事業における営業概況は次のとおりであります。 

  

情報サービス事業 

  

［システムエンジニアリングサービス］ 

 サービス業および製造業向けの受注は順調に推移いたしました。金融業向けの受注については、大型統合案件の

終了を他の金融案件全般でカバーしたことにより堅調に推移いたしました。また、第１四半期連結会計期間に軟調

であった通信業向けの受注についても、次世代通信網関連の案件などの受注により、売上高は増加いたしました。

  

［オペレーションエンジニアリングサービス］ 

 通信業やサービス業向けなど幅広い業種において運用案件の受注が順調に推移し、売上高は増加いたしました。

  

その他の事業 

  

［プロダクトサービス］ 

 主要顧客からの大口案件の受注により、売上高は大幅に増加いたしました。 

  

［人材派遣］ 

 通信業向けの販売サポート業務の受注が拡大し、売上高は大幅に増加いたしました。なお、この事業はデータリ

ンクス株式会社のみで行っております。 

  

［教育］ 

 当社グループ以外の特定顧客からの受注があったことにより売上を計上しております。なお、この事業は株式会

社ＭＩＲＵＣＡのみで行っております。 
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(2) キャッシュ・フローの状況  

  当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、以下のとおりであります。 

 現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ５億61百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末は

103億63百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは14億75百万円となりました。たな卸資産の減少額の増加という増加要因は

ありましたが、税金等調整前四半期純利益の減少などにより、前年同期に比べ１億３百万円減少しております。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは△４億16百万円となりました。無形固定資産の取得による支出の増加およ

び前年同期には投資有価証券の償還による収入５億円があったことなどにより、前年同期に比べ６億38百万円支

出が増加しております。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは△４億97百万円となりました。借入金の返済による支出の増加などによ

り、前年同期に比べ２億72百万円支出が増加しております。   

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

［事業上および財務上の対処すべき課題］ 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）の事業上および財務上の対処すべ

き課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

［買収防衛策について］ 

 当社は、会社の支配に関する基本方針として、「当社の企業価値および株主共同の利益向上に関する対応方針」

（以下「本対応方針」といいます）を導入しております。本対応方針の概要は次のとおりであります。 

  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容 

 当社は、持続的成長と企業価値向上を確固なものとするため、創業以来、マルチベンダーおよびマルチユーザ

ーの立場を継続し、プライム・ＳＩ案件の受注拡大を図るための各種施策を講じるとともに、資本・業務提携に

よるグループ企業の拡大、さらにパートナーとの連携強化、オフショアの有効活用によるグローバル化への対応

など経営環境に応じた施策を意欲的に推し進めることにより、業界のリーディングカンパニーとしての成長を目

指しております。 

 これに対して、今日の日本経済における株式持合いの解消、国際的競争時代における企業文化の変容、企業買

収に関わる法制度の変化等を踏まえると、今後、会社の取締役会の同意を得ない経営権獲得が増加することが予

想され、当社においてもその可能性は否定できません。 

 もとより、当社はこのような企業買収であっても株主共同の利益に資するほか、お客様をはじめとする当社の

ステークホルダーの利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。 

 しかし、企業買収には、当社に対する買収行為等を行おうとする者（以下「行為者」といいます）が自己の利

益のみを目的とするもの、会社の企業価値を毀損することが明白であるもの等、不適切なものがあることも否定

できません。 

 こうした不適切な企業買収に何らの対応策も講じないまま企業経営を行う場合、目先の株価維持・上昇を目的

とした経営判断も求められかねず、中長期的な企業価値向上に取り組むことが困難な経営環境を招く可能性もあ

ります。 

 当社は、当社の中長期的経営への取り組みを不当に阻害し、企業価値を毀損するような買収行為または大量買

付行為に対しては、適切な対応策を講じることが、当社の企業価値および株主共同の利益の向上のための経営の

責務であると考えております。 

② 不適切な支配の防止のための取り組み 

 当社は、行為者に対し、一定の手続に従って当社株式の買付け等を実施することを求め、当該買付け等につい

ての検討のための情報および株主や投資家の皆様の検討のための十分な時間等を確保いたします。 

 この要請を無視する買付けや当社の企業価値を毀損することが明らかな買付けその他一定の要件に該当する買

付けが行われる場合には、当該行為者等による権利行使は認められないとの行使条件を内容とする新株予約権

を、基準日現在の株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てる（当社の保有する当社普通

株式への割り当てを除きます）ものといたします。 

 これらの要件に該当するか否かの判断は、第三者委員会で行います。取締役会は、第三者委員会が必要な措置

の発動を勧告した場合に限り、必要な措置の発動を決定することができるものとし、第三者委員会の助言または

勧告を最大限尊重するものといたします。 
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③ 上記②の取り組みについての取締役会の判断 

 当社取締役会は、次の(イ)および(ロ)の理由から、上記②の取り組みが、上記①の基本方針に沿うものであ

り、当社の企業価値および株主共同の利益の向上に資するもので、当社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないと考えております。 

(イ) 本対応方針の有効期間は、定時株主総会開催日から次の定時株主総会開催日までの約１年間としており、

かつ、その有効期間内であっても、当社株主総会の決議または当社取締役会の決議により、これを見直しま

たは廃止することを可能としております。したがいまして、上記①の基本方針およびこれに従って導入され

た上記②の取り組みは、株主の皆様の意向が十分に反映される設計としております。 

(ロ) 本対応方針の発動の是非の実質的な判断は、当社取締役会から独立し、かつ当社に対して善管注意義務を

負う者のみから構成される第三者委員会が、基本方針に沿った合理的・客観的要件に基づき、中立かつ公正

の観点から行うこととしております。 

  

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、28百万円であります。なお、当第２四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」の欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
（平成20年９月30日） 

提出日現在
発行数(株) 

（平成20年11月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  25,222,266  25,222,266
東京証券取引所 

（市場第一部） 
― 

計  25,222,266  25,222,266 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 当社は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

平成14年６月25日定時株主総会決議 

  

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数  ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数  ―

新株予約権の行使時の払込金額 円 1,600

新株予約権の行使期間 平成14年10月１日～平成24年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格                  円 

資本組入額                   円 

1,600

800

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約

権者」という）は、本新株予約権の行使時において、

当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員ま

たは従業員であることを要するものとする。 

③ 新株予約権者の相続人による行使はできないものと

する。 

④ その他行使の条件については、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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平成15年６月25日定時株主総会決議 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数 個 399

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 株 79,800

新株予約権の行使時の払込金額 円 1,338

新株予約権の行使期間 平成15年10月１日～平成25年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格                  円 

資本組入額                   円 

1,338

669

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約

権者」という）は、本新株予約権の行使時において、

当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員ま

たは従業員であることを要するものとする。 

③ 新株予約権者の相続人による行使はできないものと

する。 

④ その他行使の条件については、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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平成16年６月25日定時株主総会決議 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数 個 522

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 株 104,400

新株予約権の行使時の払込金額 円 1,195

新株予約権の行使期間 平成16年10月１日～平成26年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格                  円 

資本組入額                   円 

1,195

598

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約

権者」という）は、本新株予約権の行使時において、

当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員ま

たは従業員であることを要するものとする。 

③ 新株予約権者の相続人による行使はできないものと

する。 

④ その他行使の条件については、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権を発行する日（以下「発行日」という）以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合に

は、目的となる株式の数は当該株式の分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整の結果１株

未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、発行日以降当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて目的となる

株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割等の諸条件を

勘案の上、合理的な範囲で目的となる株式の数を調整する。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数 個 2,107

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 株 421,400

新株予約権の行使時の払込金額 円 1,989

新株予約権の行使期間 平成17年12月９日～平成27年６月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格                  円 

資本組入額                   円 

1,989

995

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約

権者」という）は、本新株予約権の行使時において、

当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員ま

たは従業員であることを要するものとする。 

③ 新株予約権者の相続人による行使はできないものと

する。 

④ その他行使の条件については、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
 

（千円） 

資本金残高
 

（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
 －  25,222,266  －  6,113,000  －  6,190,917

(5) 【大株主の状況】 

 （注）１ 当社は、自己株式758千株を保有しておりますが、上記の表には記載しておりません。 

２ 住友信託銀行株式会社から平成20年８月１日付けで提出された大量保有報告書（変更報告書）の写しにより

平成20年７月25日現在で下記のとおり株式を保有している旨の報告をうけましたが、当社として当第２四半期

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりませ

ん。 

  平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）      
東京都中央区晴海一丁目８番11号   4,509  17.88

笹貫 敏男  神奈川県横浜市戸塚区  2,397  9.50

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）  
東京都港区浜松町二丁目11番３号   924  3.66

ＤＴＳ社員持株会  東京都港区新橋六丁目19番13号   783  3.10

ノーザントラスト カンパニー

（エイブイエフシー）サブアカ

ウント ブリティッシュクライ

アント 

(常任代理人 香港上海銀行東

京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 5NT UK  

(東京都中央区日本橋３丁11番１号) 

  

 690  2.73

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  570  2.26

日本情報通信コンサルティング

株式会社  
東京都渋谷区桜丘町20番１号   482  1.91

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）  

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア オフイスタワーＺ棟 
 415  1.64

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＺ棟） 

 410  1.62

小﨑 智富 千葉県浦安市   401  1.59

計 －  11,585  45.93

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合（％） 

住友信託銀行株式会社  3,534  14.01
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３ ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から平成20年８月21日付けで提出された大量保有報告書

（変更報告書）の写しにより、平成20年８月15日現在で下記のとおり株式を共同保有している旨の報告をうけ

ましたが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

「大株主の状況」には含めておりません。 
  

 ４ バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から平成20年９月16日付けで提出された大量保有報

告書（変更報告書）の写しにより、平成20年９月８日現在で下記のとおり株式を共同保有している旨の報告を

うけましたが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記「大株主の状況」には含めておりません。 

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合（％） 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  407  1.62

ハイブリッジ・キャピタル・マネジメント・エルエルシー  175  0.70

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケー）リミテッド  28  0.11

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社  1,063  4.22

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ  790  3.13
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(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注) 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄に20,300株、議決権の数の欄に203個、それぞれ証券保管振替機構

名義の株式および議決権が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  平成20年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    758,100
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,449,700  244,497 ― 

単元未満株式 普通株式    14,466 ― 
１単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数  25,222,266 ― ― 

総株主の議決権 ―  244,497 ― 

  平成20年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％) 

株式会社ＤＴＳ 
東京都港区新橋 

六丁目19番13号 
 758,100 ―  758,100  3.0

計 ―  758,100 ―  758,100  3.0

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  2,025  2,130  2,130  1,970  1,557  1,541

最低（円）  1,764  1,776  1,818  1,480  1,360  1,019

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,448,532 11,330,263

受取手形及び売掛金 8,385,486 9,755,792

商品 72,858 93,683

仕掛品 1,479,267 657,426

貯蔵品 11,032 16,144

その他 1,850,431 1,772,189

貸倒引当金 △198,034 △195,180

流動資産合計 22,049,574 23,430,320

固定資産   

有形固定資産   

土地 6,431,725 6,431,725

その他（純額） ※1  2,976,454 ※1  2,976,164

有形固定資産合計 9,408,180 9,407,890

無形固定資産   

のれん 3,151,916 3,668,410

その他 3,289,773 3,322,276

無形固定資産合計 6,441,690 6,990,686

投資その他の資産 2,891,978 3,204,722

固定資産合計 18,741,849 19,603,298

資産合計 40,791,424 43,033,619

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,969,422 2,212,042

短期借入金 43,530 913,929

1年内返済予定の長期借入金 351,308 433,654

未払法人税等 898,816 1,686,445

賞与引当金 2,464,838 2,031,160

役員賞与引当金 27,600 57,750

受注損失引当金 132,378 25,516

その他 2,136,899 3,046,744

流動負債合計 8,024,792 10,407,242

固定負債   

長期借入金 633,785 819,151

退職給付引当金 500,241 461,933

役員退職慰労引当金 373,037 391,562

その他 12,640 47,275

固定負債合計 1,519,704 1,719,922

負債合計 9,544,497 12,127,164
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,113,000 6,113,000

資本剰余金 6,193,091 6,190,917

利益剰余金 18,728,740 18,494,835

自己株式 △1,124,539 △1,178,039

株主資本合計 29,910,292 29,620,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 133,743 96,323

評価・換算差額等合計 133,743 96,323

少数株主持分 1,202,890 1,189,416

純資産合計 31,246,926 30,906,454

負債純資産合計 40,791,424 43,033,619
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

売上高 29,811,107

売上原価 24,890,942

売上総利益 4,920,164

販売費及び一般管理費 ※1  3,132,882

営業利益 1,787,281

営業外収益  

受取利息 10,527

受取配当金 40,413

受取保険金 29,500

その他 25,966

営業外収益合計 106,407

営業外費用  

支払利息 12,796

その他 915

営業外費用合計 13,712

経常利益 1,879,976

特別損失  

固定資産除却損 5,885

のれん償却額 ※2  111,730

その他 15,487

特別損失合計 133,103

税金等調整前四半期純利益 1,746,873

法人税等 829,646

少数株主利益 72,624

四半期純利益 844,601
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

売上高 15,666,492

売上原価 13,146,872

売上総利益 2,519,620

販売費及び一般管理費 ※1  1,467,261

営業利益 1,052,358

営業外収益  

受取利息 8,304

受取配当金 152

受取保険金 10,000

その他 14,661

営業外収益合計 33,118

営業外費用  

支払利息 5,671

デリバティブ評価損 1,721

その他 285

営業外費用合計 7,677

経常利益 1,077,798

特別損失  

のれん償却額 ※2  111,730

その他 15,487

特別損失合計 127,218

税金等調整前四半期純利益 950,580

法人税等 432,631

少数株主利益 41,199

四半期純利益 476,749
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,746,873

減価償却費 558,164

のれん償却額 516,493

賞与引当金の増減額（△は減少） 433,677

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,150

受注損失引当金の増減額（△は減少） 106,862

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38,308

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △18,524

売上債権の増減額（△は増加） 1,370,306

たな卸資産の増減額（△は増加） △795,904

仕入債務の増減額（△は減少） △242,620

その他 △1,228,992

小計 2,454,493

利息及び配当金の受取額 49,442

利息の支払額 △11,546

法人税等の支払額 △1,611,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 880,529

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △2,556

定期預金の払戻による収入 5,503

有形固定資産の取得による支出 △125,012

無形固定資産の取得による支出 △386,441

投資有価証券の取得による支出 △424

投資有価証券の償還による収入 500,000

その他 △961

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,892

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △870,399

長期借入金の返済による支出 △267,712

自己株式の処分による収入 56,750

自己株式の取得による支出 △1,076

配当金の支払額 △608,758

少数株主への配当金の支払額 △58,205

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,749,401

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △878,784

現金及び現金同等物の期首残高 11,242,238

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,363,454
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産については、従来、主として移動平

均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、主とし

て移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定して

おります。 

 なお、これによる当第２四半期連結

累計期間の損益に与える影響はありま

せん。 

  (2) リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））が平成20年４月１日以

後開始する連結会計年度に係る四半期

連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、第１四半

期連結会計期間からこれらの会計基準

等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用して

おります。 

 これによる当第２四半期連結累計期

間の損益に与える影響はありません。 

 なお、リース取引開始日が適用初年

度前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き

続き採用しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１ 棚卸資産の評価方法 

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却費 

の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高

の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。 

定率法を採用している資産について

は、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によってお

ります。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連

結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に

含めて表示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

          千円 3,357,741

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

千円 3,238,954

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの 

※２ のれん償却額 

  のれん償却額は、当社の個別財務諸表上、子会社株

式（㈱アールディー）の減損処理を行ったことに伴

い、同社に係るのれんを償却したものであります。 

給料手当        千円902,351

賞与引当金繰入額        千円270,039

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの 

※２ のれん償却額 

  のれん償却額は、当社の個別財務諸表上、子会社株

式（㈱アールディー）の減損処理を行ったことに伴

い、同社に係るのれんを償却したものであります。 

給料手当        千円422,012

賞与引当金繰入額        千円124,175

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 千円10,448,532

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△85,077

現金及び現金同等物 千円10,363,454
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（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

 普通株式    株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

25,222,266

758,190

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  610,697  25 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月13日 

取締役会 
普通株式  366,961  15 平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

（注）１ 事業区分の方法 

  事業は、市場および販売方法の類似性により区分しております。 

２ 各区分に属する主な内容 

  

  
情報サービス事業 

（千円） 
その他の事業

（千円） 
計

（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高  13,956,461  1,898,983  15,855,444 (188,952)  15,666,492

営業利益  1,918,934  142,217  2,061,151 (1,008,793)  1,052,358

  
情報サービス事業 

（千円） 
その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高  26,560,300  3,524,658  30,084,959 (273,851)  29,811,107

営業利益  3,768,482  294,097  4,062,579 (2,275,298)  1,787,281

事業区分 主な内容

情報サービス事業 

○ 情報システムのコンサルティングおよびインテグレーション、各種ネットワークの設

計・構築および通信制御系ソフトウェアの開発、ならびに受託ソフトウェア・パッケージ

ソフトの設計・開発・保守 

○ コンピュータ施設および情報システムの運営管理、各種ネットワークの監視・保守、な

らびにデータエントリー 

その他の事業  

○ 他社パッケージソフトウェア等システム商品およびコンピュータ等情報関連機器の販売 

○ 一般労働者派遣事業 

○ 教育・研修、能力開発、および研修に関する調査研究とコンサルティング 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 海外売上高がないため、当該事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１ １株当たり純資産額 

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２ １株当たり四半期純利益金額等 

（注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額        1,228円09銭 １株当たり純資産額 1,216円52銭

項目 
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日) 
前連結会計年度末

(平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額 千円 31,246,926 千円 30,906,454

純資産の部の合計額から控除する金額 千円 1,202,890 千円 1,189,416

（うち少数株主持分） 千円 1,202,890 千円 1,189,416

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会

計年度末）の純資産額 
千円 30,044,035 千円 29,717,037

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式

の数 

株 24,464,076 株 24,427,890

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     34円54銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
    34円46銭

１株当たり四半期純利益金額     19円49銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
  19円47銭

項目 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益 千円 844,601 千円 476,749

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 ― 千円 

普通株式に係る四半期純利益         千円 844,601 千円 476,749

普通株式の期中平均株式数 株 24,454,301 株 24,464,242

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額 ― 千円 ― 千円 

普通株式増加数 株 51,937 株 18,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

新株予約権１種類 

潜在株式の数 

株 421,400

新株予約権１種類 

潜在株式の数 

株 421,400

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

２【その他】 

平成20年11月13日開催の取締役会において、第37期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 中間配当金総額                     366,961千円  

 １株当たりの額                         15円 

 支払請求権の効力発生日および支払開始日       平成20年12月８日            

（注） 平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行い 

   ます。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月７日

株式会社ＤＴＳ 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 笹井 和廣  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 原田 誠司  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 東葭  新  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｄ

ＴＳの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月

１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＤＴＳ及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。  

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。   
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